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諫早湾干拓事業の開門調査に関する再質問主意書  

 

平成十四年七月二十六日提出（提出者：小沢和秋・赤嶺政賢） 

平成十四年八月二十七日答弁書受領  

 
 

質問第一五七号（答弁第一五七号） 

 

 有明海ノリ不作等対策関係調査検討委員会（第三者委員会）は、「諫早湾干拓事業は重要な環境要因

である流動および負荷を変化させ、諫早湾のみならず有明海全体の環境に影響を与えていると想定さ

れ、また、開門調査はその影響の検証に役立つと考えられ」、調査は「二ヶ月程度の短期調査、次の段

階として半年程度、その結果を踏まえて数年の開門調査が望まれ、開門はできるだけ長く大きいこと

が望ましい。できるだけ毎日の水位変動を大きくし、できる干潟を大きくすることが望ましい」とい

う見解をまとめている。 

 かねてから農水省は、第三者委員会の意見を最大限尊重すると言い続けてきたのであるから、この

見解を受け入れれば、開門調査を全面的に実施し、干拓事業による有明海全体への影響の解明を最優

先するのが当然であった。 

 しかし農水省は、第三者委員会の見解が出された直後に「調査と事業は切り離して考える」という

姿勢を示し、まもなく強引に工事を再開した。その上、今年度中に干潟再生を困難なものとする前面

堤防工事に着手しようとしており、去る七月十五日には準備工事の入札を強行し契約を締結した。こ

のような農水省の態度は、第三者委員会が要請した調査を事実上無意味なものにし、有明海の再生を

願う沿岸漁民のみならず多くの国民の願いに反するものである。 

 よって、次のとおり質問する。 

（一）右にあげた第三者委員会の見解について農水省の認識を明らかにし、調査と事業は切り離して

考えると判断した根拠について答えられたい。 

 

（答弁）国営諫早湾土地改良事業（以下「本事業」という。）については、環境への一層の配

慮を盛り込んだ見直し後の事業計画に沿って、工事を円滑に実施することにより、平成十八年

度中に完了するよう、その推進を図ることとしている。そして、本年六月には、土地改良法（昭

和二十四年法律第百九十五号）に基づく土地改良事業計画（以下「事業計画」という。）の変

更手続を了したところである。 

 他方、農林水産省有明海ノリ不作等対策関係調査検討委員会（以下「委員会」という。）か

ら昨年十二月十九日に「諫早湾干拓地排水門の開門調査に関する見解」（以下「見解」という。）

が発表され、そこでは本事業が有明海の環境に影響を及ぼしていると指摘されている水質浄化

機能の喪失等六事項を挙げ、これらが開門調査で検証できるかどうかについてまとめた上で、

有明海の環境悪化の原因についての情報を得る手段の一つとしての開門調査の進め方につい

ての考え方が示されたが、見解を受けての対応については、行政において総合的に判断すべき

ものと考えている。 

 農林水産省においては、見解の趣旨等を踏まえ、有明海の再生に向けた総合的な調査の一環

として、短期の開門調査を含む開門総合調査を行っているところであり、これにより本事業に

よる有明海の環境への影響をできる限り量的に把握することとしている。 
 

 

（二）農水省がいうように、調査と事業を切り離し工事を行えば、仮に今後長期調査を実施しても工

事が行われている下ではまともなデータが得られず、調査そのものを極めて困難にするのではないか。

また、調査の結果、干拓事業を中止すべきだったとの結論が出ても取り返しがつかないのではないか。

調査と事業を切り離すことは調査そのものを形式化し、実質的には否定することではないか。 
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（答弁）お尋ねの長期調査の実施については、現在進められている有明海を再生するための新

法制定の動き、短期の開門調査で得られた成果及び当該調査自体による影響、その他の有明海

の環境改善のための各種調査の動向、ノリ作期との関係等の観点を踏まえ総合的な検討を行っ

た上で、新たに平成十四年度中に設ける有明海の再生方策を総合的に検討する場での議論を経

て、今後、農林水産省において判断することとしており、現時点で本事業との関連については、

お答えできない。 
 

 

（三）四月十一日付の農水大臣名書簡（「長崎県関係者の皆様へ」）において、「しかし、一方、現状に

おいて諫早湾干拓事業について『主因説』が巷間言われており、そのことが事業の円滑な推進にとっ

て大きなマイナスになっていることも事実である。何故他の要因に先立ってとの思いは残るかと思う

が、このまま対立の構図を残した不安定な状況の下で事業を推進するよりは、この際、短期の開門調

査を行って『主因説』の当否を検証し、万全の体制で十八年度の事業完了に邁進することが適当と判

断したところである。」と述べている。 

 我々は、短期の開門調査を行えば「主因説」の当否を検証することができ、工事の本格的再開につ

なげることができるという農水省の考え方に根本的に疑問を持つが、実際に短期調査においてどうい

う方法で、どれだけ「主因説」の当否、あるいはノリ不作との関連が検証されると考えているのか。

また、二〇〇六年度の事業完了は、中・長期の開門調査を行わないことを前提としたものなのか。 

 

（答弁）開門総合調査については、排水門を開けることによって生ずる被害を防止するための

有効な対策を講ずることができること、早期に成果を得るという観点からみて適切な調査手法

であること及び有明海の環境に影響を及ぼしているとされる様々な要因の調査と連携が保て

ることの三つの要件を満たす方法として、短期の開門調査、諫早干潟に類似した現存干潟にお

ける実証調査及びこれらの調査により得られた情報も活用したコンピュータによる解析調査

の三つの手法を総合的に組み合わせた手法を採用している。 

 農林水産省としては、この開門総合調査を通じて本事業による有明海の環境への影響をでき

る限り量的に把握することとしている。 

 中・長期の開門調査の実施については、（二）についてで述べたとおり、総合的な検討を行

った上で、新たに平成十四年度中に設ける有明海の再生方策を総合的に検討する場での議論を

経て、農林水産省において判断することとしている。 
 

 

（四） 

 同じく上記書簡では「中・長期の開門調査については、現在進められている有明海を再生するため

の新法制定の動き、各種調査の動向、短期の開門調査の結果及びその影響、ノリ作期との関係などを

踏まえ総合的な検討を行った上で、新たに平成十四年度中に設ける場での議論を経て、農林水産省が

判断する」とある。 

 ①「新法制定の動き」のどういう点が中・長期開門調査を検討する上で重要で、どのような各種調

査の動向が想定されるのか。②新たにどういう議論の場を設けるのか。③なぜ第三者委員会に引き続

き意見を求めることをしないのか。 

 

（答弁）中・長期の開門調査の実施については、（二）についてで述べたとおり、総合的な検討

を行った上で、新たに平成十四年度中に設ける有明海の再生方策を総合的に検討する場での議

論を経て、農林水産省において判断することとしていることから、有明海及び八代海における

環境の保全及び改善並びに水産資源の回復を目的としている新法制定の動きについても踏まえ

ていく必要があると考えている。 

 また、お尋ねの有明海の環境改善のための各種調査については、有明海の生物生息環境の解

明や海象メカニズムの分析等を目的とした総合的な調査を関係各県及び関係省庁がそれぞれ相

互に連携を図りつつ実施しているところであり、これらの結果は、開門総合調査の結果と併せ
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て、有明海の再生方策を総合的に検討する場に供していくこととしている。 

 なお、委員会には、開門総合調査の結果を報告することとしている。 

 

 

（五）農水大臣は、四月十五日に長崎県知事、有明海沿岸の三県漁連会長と県知事らと会談し、その

場で短期開門調査の実施、二〇〇六年度の工事完了という農水省の方針を説明し、理解を得たと記者

会見で語っている。しかし、その後三県漁連では内部討議の結果、工事着工に反対することが改めて

確認され、現に漁連や漁民たちの活発な反対行動が展開されている。この漁民たちの反対の意見を無

視するのか。 

 

（答弁）本年四月十五日の農林水産大臣と長崎県知事、長崎県議会議長、長崎県漁業協同組合

連合会会長、佐賀県有明海漁業協同組合連合会会長、福岡県有明海漁業協同組合連合会会長、

熊本県漁業協同組合連合会会長等との会談において、「短期の開門調査を実施し、平成十八年

度に事業を完了させる」との農林水産省の方針について理解が示され、現在、この方針に沿っ

て、開門総合調査を実施するとともに、本事業については、変更後の事業計画に沿って、その

推進に努めているところである。 

 なお、農林水産省においては、本事業について相互の理解を深める観点から、秩序ある要請

の申入れに対しては、適切に対応してきている。 
 

 

（六）報道によれば、農林水産省は「万一、洪水が起きたときには周囲の農地に調整池の水が逆流し

て被害が出るおそれはある」と説明している。調整池から背後地への逆流が起こる可能性があるので

あれば、調整池への貯水自体が危険で、防災上重大な欠陥があるということになるのではないか。 

 

（答弁）本事業の洪水に対する防災機能は、潮受堤防で諫早湾の一部を締め切り、調整池の水

位を標高マイナス一メートルとなるよう管理することにより発揮されるものであり、伊勢湾台

風級の台風による高潮と諫早大水害級の洪水が本事業の実施地区周辺で同時に発生した場合に

おいても、潮汐の直接的な影響を受けることなく河川、排水路等からの排水を安全に流下させ

ることが可能となるものである。 

 大雤時には、調整池の水が背後地に逆流する可能性があるが、既設樋門の適切な操作・管理

等によりこれを制御できるものであり、また、潮受堤防の締切り以降は、大雤時でも洪水被害

の軽減が図られるなど、既に本事業の防災機能が発揮されており、防災上の欠陥があるとは考

えていない。 

 御指摘の報道は、短期の開門調査を行うに当たって、農林水産省が長崎県等に対して説明し

た内容を指すものと考えるが、これは、塩水化した調整池の水位が降雤時に一時的に上昇した

場合、フラップゲートが故障している樋門においては潮遊池等に塩水が逆流し、これらの施設

から取水している農地に塩害が発生するおそれがあるため、これを防止するためのフラップゲ

ートの補修などの対策を行う必要があることを説明したものである。短期の開門調査に当たっ

ては、塩水が潮遊池等に浸入することのないよう樋門ごとに万全な対策を講じた結果、塩害が

発生することなく、海水導入を終了することができたところである。 

 

 

（七）内部堤防等の工事を行うため、農水省は国土交通省に対し本年六月二十八日に河川協議を行い、

国土交通省はこれに同意を与えた。農水省が出したこの協議文書には「事業の必要性」という項目が

あり、そこには「背後低平地における高潮、洪水、常時排水不良等に対する防災機能を強化すること

を目的に実施」と書かれている。 

 しかし、我々が提出した質問主意書に対し、排水不良対策の解決は「関係機関が連携を図りながら、

排水路の整備等を順次実施していく必要があると考えている」と、干拓だけでは解決しないことを認

めている。事実、低平地では干拓とは無関係に排水路工事が行われている。また、潮受堤防閉め切り

後も背後地の一部で湛水が発生していることも答弁書で認めている。農水省はこのようなこれまでの
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見解と異なる内容を記した文書により、国土交通省から工事の同意を取り付けているが、これは事実

上、国土交通省を欺いたことにならないか。この際、正確な事実にもとづく協議をやり直すよう求め

るがどうか。 

 

（答弁）諫早湾周辺地域は、極端な低平地であることから、これまで幾度となく高潮・洪水の

被害を受け、また潮汐の影響及び既存堤防の排水樋門の前面におけるガタ土の堆積によるミオ

筋（流路）の埋没によって円滑な排水に支障が生じていた。 

 このため、本事業は、潮受堤防で諫早湾の一部を締め切り、内部堤防との間に設ける調整池

の水位を標高マイナス一メートルとなるよう管理することにより、高潮、洪水、常時の排水不

良等に対する防災機能を強化することを目的に実施しているものであり、潮汐の直接的な影響

を受けなくなるとともに、既存堤防の排水樋門の前面におけるガタ土の堆積が解消され、ミオ

筋の確保が容易となったことから、既に防災機能が発揮されて、湛水に関しても地元から、そ

の程度が大幅に軽減されたと高い評価を得ているところである。 

 また、諫早湾干拓事業の見直しと「防災」機能等に関する質問に対する答弁書（平成十三年

十二月七日内閣衆質一五三第二一号）（六）についてにおいては、諫早湾周辺低平地における

排水不良対策を一層強化するためには、本事業の防災機能を前提として、今後とも関係機関が

連携を図りながら、調整池への排水が円滑に行われるよう排水路の整備等を順次実施していく

必要があることを述べたものであり、本事業の果たすべき防災機能についての見解は変わって

いない。 
 


